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１ 地方独立行政法人大阪市博物館機構の評価の考え方 

 

市長は、地方独立行政法人大阪市博物館機構について、「地方独立行政法人大阪市博物

館機構にかかる業務実績評価実施要領」に基づき、次のとおり令和元年度事業の業務の実

績に関する評価を行った。 

 

（評価の基本方針） 

(1） 評価の目的は、年度計画、中期計画の進捗状況等を目標の達成状況や具体的な事例

等により評価し、組織・業務等に関する改善すべき点等を明らかにすることにより、法

人運営の質的向上及び大阪市ミュージアムビジョンに掲げる「都市のコアとしてのミュ

ージアム」の実現に資することとする。 

(2） 市民への説明責任の観点から、中期目標の達成に向けた法人の取組状況等を分かり

やすく示すこととする。 

(3） 評価の方法については、法人を取り巻く環境変化等を踏まえ、必要に応じて見直す

こととする。 

 

（評価の方法） 

評価については、日々の博物館活動及び地方独立行政法人の経営を行うこと(インプ

ット)を通じて、その「結果」（アウトプット～小項目）を確認することに端を発し、

活動や経営を通じて周辺の地域や環境等に影響を与える「成果」（戦略、中項目）、ひ

いてはさらに広い社会全体にとっての「効果」（目標（アウトカム）、大項目）をもた

らすという「流れと広がりを持った」検証手法であるロジックモデルを採用して行うこ

ととする。 

 

 （全体評価の具体的方法） 

市長において、項目別評価の結果を踏まえ、評価委員会からの意見を参考に年度計画

及び中期計画の進捗状況について評価を行う。 

 

（項目別評価の具体的方法） 

年度ごとに、年度計画の達成度を評価するとともに、「中期計画期間において達成す

べき目標（大項目）への進捗度を測るため、「中項目」における達成度の評価を行う。 

 

(1) 「小項目」（全 81項目）につき、その達成度を５段階で記載する。 

① 法人が、各館ごとの自己評価を基に作成した業務実績の自己評価結果を、所管する

経済戦略局に提出する。 

   

 自己評価の区分は次のとおりとする。 

５･･･年度計画を大幅に上回って実施している 

４･･･年度計画を上回って実施している 

３･･･年度計画どおり順調に実施している 

２･･･年度計画を十分に実施できていない 

１･･･年度計画を実施できていない（未実施） 



 

- 2 - 

 

② 経済戦略局では、法人による自己評価を踏まえた市長評価（案）を作成する。 

経済戦略局において、法人の自己評価、目標設定の妥当性及び目標への取組等を総

合的に検証し、年度計画の進捗状況について、１～５の５段階による評価を行う。 

評価区分は、法人の自己評価のそれと同様とする。 

 

  ③ 評価委員会を開催し、法人による自己評価に対する市長評価（案）に関して、その

点数案等について評価委員会が意見を申述する。 

 

(2) 小項目に関する評価に基づき、経済戦略局は「中項目」(全 20 項目)への達成度を

５段階で評価を行う。 

 

①   経済戦略局において、項目別評価の合計点や、年度計画及び中期計画の全体的な

進捗状況を踏まえ評価を行う。 

      評価については、評価の基準とするべき点数を「３」とし、その上で属する小項

目群の評価を参考とし、基準を上回る（下回る）評価を行うべき必要がある場合に

は、その理由を付した上で評価を行うものとする。 

 

②   中項目の市長評価（案）について、評価委員会にて議論を行い、委員会としての

意見をまとめる。その意見を反映した評価の合計点（100 点満点）を最終的な当該

事業年度における法人の評価とする。 
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１ 全体評価 

 

 以下のとおり項目別評価の結果を踏まえ、大阪市地方独立行政法人大阪市博物館機構評価

委員会における評価委員の意見を参考に、令和元年度における地方独立行政法人大阪市博物

館機構の業務実績に関する全体評価を定めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 項目別評価 

   

別添の達成度評価シートのとおり令和元年度の業務実績を項目別に評価した。 

  

 

法人設立の初年度において、博物館資料の充実をはじめ調査研究の活性化、人材確保

、施設の整備・改修など基盤の整備を着実に推し進め、展覧事業においても多数の来場

者数を獲得、法人の運営経費も節減するなど、主要課題において計画どおり、あるいは

それを上回る成果を挙げている。日本初の開催となった国際博物館会議京都大会に法人

・各館が積極的に参画したことも特筆される。 

 これらのことから全体として事業は計画通り進捗していると評価するが、一方でICT

の適切な利用、セキュリティ体制の構築など計画通りに実施できていない項目も散見さ

れるため、今後ともPDCAサイクルを活用した業務の見直し・改善を進めることが肝要

である。 

 年度末以降、新型コロナウィルス感染拡大の影響も被っているが、そのような経験も

生かしつつ、新たな事業手法を検討し、経営の安定化を図るとともに、安全・安心を確

保し市民サービスの向上を図られたい。 

 博物館を設置・運営する国内初の地方独立行政法人として、後続の範となる事業の展

開と成果を期待する。 

 


